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�.1　਎ମ障害
身体障害には様々な不自由さを生じる状態があり、

テレワークをする上で配慮すべき点も異なります。視
֮障害と聴֮障害については、別ページで紹介してあ
りますので、ここでは身体障害に共通するポイントと
下ࢶの障害、上ࢶの障害、内部障害等がある場合、発
声が困難な場合の配慮のポイントを整理します。

１． テレワーク勤務における
共通するポイント

まず最ॳに、身体障害のある方が働く上で課題とな
る点は、通勤に伴う課題、勤務時間や作業に伴う身体
的ෛՙの課題、通院や介護を日常的に必要とする場合
には、場所や時間に制限の少ない環境でなければ「働
く」ことを実現できないことも多く、こうした課題を
生じやすい身体障害のある方にとってテレワークで働
ける機会があることは非常に重要な意ຯを持ちます。
身体障害の方に共通するポイントは以下の通りです。

（1
 ਎ମにෛ୲のないॊೈな࣌ؒ調੔
フルタイム勤務では、身体のෛ担が大きい場合に

は、 ि30時 間（1日6時 間 ） や ि20時 間（1日4時
間）といった個々の状態に応じて柔軟に勤務時間を調
整することが大切です。日常的にヘルύーによる๚問
介護やリハビリテーション、通院などを必要とする方
もいますので、個別の事情を考慮して、勤務時間やٳ
時間をフレックスタイム制度などを用いて柔軟に調ܜ
整できることが望ましいです。

（2
 テレワークۈ務Ͱ΋ؼଐҙࣝをߴΊΒΕ
る日ৗతίϛュニέーγϣンとର໘にΑ
るަྲྀ機会

会社の一員としての帰ଐ意識を高めたり、同྅と
のྑ好な関係を保つためにも、Web 会議システムや
バーチャルオフィスなどのコミュニケーションシステ
ムを十分活用して、孤独感を生じにくい環境を設定す
ることが大切です。また可能な場合には、年に1回や
定期的に対面で集える機会を設けることで、モチベー
ションの維持や日頃の業務遂行に伴うコミュニケー
ションがより円滑になるといった޻෉も大切です。

２． 個々の困難に応じた環境と
使用ツールの޻෉

下ࢶに障害がある場合には、߃常的に移動の制限が
伴うことが多いです。ंいすを使用せずに৛等を用い

て移動が可能でも長時間の移動やిं等での通勤ラッ
シュ時間ଳの公共交通機関の利用は、身体的ෛՙが高
くなることが予ଌされます。自Ո用ं等の使用でこう
したෛՙがܰݮされる場合には、テレワークでなく、
通勤勤務も可能ですが、積ઇ等などのقઅのӨڹによ
る通勤ෛ担の考慮からハイブリッド勤務やフルタイム
のテレワーク勤務を選୒する場合もあります。

テレワーク勤務やそれらを目指す遠隔訓練では、
ICT 端຤等を長時間使用することになります。こうし
た作業における姿勢の保持や身体的ෛՙの少ない作業
環境の調整は非常に重要になりますので、理学療法や
作業療法の観点からもその環境設定をアセスメントす
ることや調整することは大切になります。

上ࢶに障害のある場合には、端຤ૢ作をย手でおこ
なうことや代ସできる補助ツール（トラックボールマ
ウスやワンキーマウスなど）入力支援機器を用いてૢ
作することになります。こうしたツールの選定やૢ作
訓練についても上هの視点からアセスメントしなが
ら、Windows 等のϢーβー補助オプションを活用
するなど複਺のツールを組み合わせて個人の最大のύ
フォーマンスを発揮できる最適なツールの組み合わせ
を定めることが効果的です。近年は障害者向けに特化
したものでなくとも、日々様々なツールが開発されて
います。こうした情報を日々意識的に収集しながら、
よりྑい環境設定がないか支援者も共に情報収集する
ことは大切です。また全国各地に設置されている IT
サポートセンターで相談したり、実際に支援機器を試
したりすることは導入ツールの選定に活用できます。

内部障害のある場合には、感染等のリスク対策とし
て֎出制限があったりする場合があります。その場合
には、テレワークを用いることで働くことが継続でき
るようになります。こうした場合、ハイブリッド勤務
や対面で集う機会の設定については、本人と十分相談
して൑அする必要があります。また日常的な通院を必
要とする場合、テレワーク勤務を用いることで通勤時
間をݮ࡟することが可能になり、勤務時間を通院のな
い日は長くして、通院の日は୹くするなどの޻෉で柔
軟な働き方が容қになりෛ担を平準化できます。

Ի声によるコミュニケーションが困難な方のテレ
ワークでは、Web 会議システムなどでのԻ声での発
話は困難なので、メールやチャットなど視֮情報を主
とするコミュケーション手ஈを併用する方法もありま
す。本人がԻ声を聞くことが可能な場合には、本人の
発言機会を視֮情報に置き換えることで十分に通常の
会議に参加することは可能です。またチャットなどの
入力จࣈをԻ声に切りସえるツールもあります。こう
したツールを組み合わせることで、限りなくコミュ
ケーションの障นは低くなります。また؆୯な意思ද
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示では、ジΣスチャー等を用いて即時的に応౴するこ
ともあるでしょう。こうした本人のジΣスチャーの意
ຯを同྅で共有しておくとより円滑なコミュニケー
ションが実現します。こうした場合本人に質問すると
きは、なるべく「イΤス」「ノー」で౴えられる聞き
方をします。本人が౴えるときは、「イΤス」の場合
は例えば「टをॎにৼる」「指で 0, サインする」。
「ノー」の場合は例えば「टを横にৼる」「手を横に
ৼる」「手でʷを作る」といったことを共有してお
く、「イΤス」「ノー」で౴えられなくて、チャット
を送る場合は、まずは手で「ちょっと待って」のジΣ
スチャーをするなどのコミュニケーションύターンを
確立することで、そのコミュニケーションはより円滑

になります。
個々に異なる身体障害の困難に応じたテレワークや

遠隔訓練の最適な配慮の޻෉を見つけ出すには、実際
に実践し様々なツールや環境設定を組み合わせながら
試行するのが効果的です。最ॳは困難を感じる場合も
あるかしれませんが、試行ޡࡨすることで当事者の方
も自分を最大限に活かす方法が把握でき、支援者には
支援ノウハウが஝積できます。支援者には、安қに難
しいと決めるのではなく、「何があれば、どうよりྑ
くできるようになるのか」という視点を常に持ちアセ
スメントすることが大切です。

（௡ా （و

�.2　ॏ౓਎ମ障害
ここで使う「重度身体障害」とは、ࢶ体不自由の障

害の方の中でも、医療や福祉のサービスを日常の一部
あるいは大൒において利用しているケースを想定し、
障害者手ாの1、2ڃにあたるような障害を対象とし
ています。

1. 就労を目標としたアセスメント
重度身体障害に特化した留意点をهします。

（1） ࣾ会ݧܦ、ֶͼのܦҢ
現在保有する学力や社会人基礎力は、ൢࢢの適性検

査や作จ等で٬観的にアセスメントでき、その結果
と、これまでの社会経ݧや学びとの連関を確認するこ
とには大きな意ຯがあります。

人生の中途で事ނや疾患によって重度障害が࢒った
方の場合は、それまでの社会経ݧや学びが礎となり、
ICT の利用が保障されることで、延長ઢ上に力を৳ば
していけるケースが少なくありません。

一方で、先ఱ性の重い障害や疾患のある方の中に
は、年齢相応の経ݧや学びが少なく、それがޠኮの少
なさや学力にӨڹしているケースもあります。他人と
の接点が極端に少ないと、自分以֎の人の状況を予想
したり慮ったりすることが難しい場合もあります。そ
うしたことを本人と共に考えることで、身に着けるべ
き課題や訓練が見えてきます。また、身体障害の重さ
に注目しがちですが、疾患や事ނの後Ҩ症等によって
は、қർ労や認知、هԱの低下などがӅれていること
もあるので気をつけます。

（2） 生活ڥ؀、生活Ϧζム
թ位の姿勢で生活ڼ、器を利用されている方やٵݺ

されている方などは、独自の生活リズムがあります。

౤薬による生活へのӨڹや、௧みの状況、作業姿勢を
維持できる時間等を確認し、訓練時間や内容を検討し
ます。

やペース配分はܰめのものからスタʕトし、リܜٳ
ズムを่さないよう、気ѹや気ԹなどӨڹを受けそう
なものに留意します。この取り組みを継続すること
で、先々での労働時間が見通せるようになります。

（3） 医療αーϏε、෱ࢱαーϏεとの連携 
重度身体障害の方の多くは、日常生活において医療

や福祉を利用します。まずは地域生活の中で使ってい
るサービス（リハビリテーション、重度๚問介護等）
の情報を共有することが大事です。サービス利用のス
ケジュールや、姿勢を維持できる時間など前ड़の生活
リズムも踏まえ、無理のない訓練や作業を組んでいき
ます。

重度障害者に対する就労の場の福祉的支援は、現
在、福祉施策と雇用施策の連携により行われていま
す。具体的には、2020年度より障害者雇用ೲ෇金制
度に基づく助成金に加え、それを活用しても支障が࢒
る場合などに、各ࢢொଜが必要性を認めて実施する
「雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別
事業」を組み合わせて、通勤や職場等における支援を
受けられるようになりました。現在実施しているの
は56自治体（令和5年1月1日現在）とまだ少ないた
め、本人がこうした支援をر望する場合は、制度利用
の情報収集や自治体、関係各位への働きかけを支えて
いきます。
ʲ行政の広報資料ʳ

令和3年度 さらに進める重度障害者等に対する
通勤や職場等における支援について、厚生労働省
（2021）（動画コンテンツ）
 2021年03 年31日

https://www.youtube.com/watch v�;jkew R,G@gk
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ྗؾ在อ࣋Ͱ͖るମྗとݱ （4）
前ड़（2）で把握した生活リズムを前提とし、どれ

くらいの体力と気力を就労にॆてられるかを確認しま
す。

日常生活動作全般に困難がある神経の疾患などは、
日によってے力低下がܹしく、ർ労が状況ѱ化につな
がる܏向もあります。よって、୹時間雇用やフリーラ
ンスなど就労目標の෯を広くとって検討することが大
事です。10-20時間ະຬ労働を雇用率ࢉ定する方向も
出ていますので、働ける可能性を本人と一ॹに見ਾえ
ます。

重度障害の方やそのごՈ଒には、ともすれば「働け
るはずがない」と思いࠐんでいるケースがあります。
制度や事例を踏まえて前向きに今後を検討していきま
す。

（�） *$T 業にඞཁな支援技ज़࡞
テレワークを目指す重度身体障害の方の場合、自宅

๚問の際は、「日常生活のॾ動作」に加え、ICT の利
用環境のࡉかい確認が必ਢです。「キーボードૢ作、
マウスૢ作（あるいはそれにඖఢするૢ作）」「作業
時の姿勢や体位」を中心とし、その後の学びや就労を
見ਾえて「චهの可否」、「本めくりの可否（「デジ
タルテキストの必要性」」「作業介助の協力者」など
もࡉかく聞いておきます。

2. 障害特性と ICTのૢ作について
支援技術の適合はあくまでも個別ですが、重度身体

障害のケースにߜって、ศٓ上大まかにカテΰライズ
してみます。

（1） ൺֱతখ͞いಈ࡞がத৺
（等ױ࣬ܦਆ、ױ࣬ے）

図1　খ͍͞ಈ࡞ʹద͠΍͍͢πーϧのྫ

図1は、指や࿹のখさい動きは可能で、׌つ不随意
な動きが比較的少ない方向けのツール例です。サイズ

だけではなく、押す際のѹが低いことや、খさい力で
Ք働することがポイントになります。

（2） ൺֱతେ͖いಈ࡞がத৺ 
（ྫɿ೴ੑຑᙺ等）

図�　େ͖͍ಈ࡞ʹద͠΍͍͢πーϧྫ

指や࿹の動きが大きく、ۓுや不随意の動きが入る
ことを想定したツール例です。ガードをつけることで
他の要素に触れることを防͗ます。

（3）ගやखटのಈ࡞がத৺ （ྫɿܱ௣ଛই等）

図�　ග΍खटのಈ͖を࡞ૢ͏࢖ʹదͨ͠πーϧྫ

図３は、指が動きにくくともගや手टが動かせる方
向けに、スティックや指関અを指の代用として使う
ケースを想定しています。スティックを体の一部に૷
着してૢ作する時などに使う自助具は、ൢࢢのものが
適さない場合、個別に作成ґ頼できる事業者もありま
す。

（4）खやࢦを௚઀࢖Θないૢ࡞がத৺
（ྫɿ"-4 等全਎ੑの障害）

重度のے疾患や神経疾患、重度の೴性ຑᙺや高位の
ᰍ௣ଛইなどでは、体を使った直接のポインティング
が困難なケースがあります。現在は次のようなツール
類を利用することで、ύソコンやタブレット、スマϗ
ૢ作が可能です。
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①スイッチを利用したૢ作（体の動く部分を利用）
②声を利用したૢ作（0S のアクセシビリティ機能

を利用）
③視ઢを利用したૢ作（視ઢセンサーを利用）

図�　εΠッνの৭ʑ

①～③などのૢ作法から、1つあるいは複਺の方法
を効率ྑく組み合わせて利用します。作業療法士等セ
ラϐストとともに体にෛ担のないૢ作法を୳ります。

3. 配慮޻෉のポイント

（1） *$T ͰͰ͖る޻෉、調੔
重度身体障害の方の就労、特にICTを活用するケー

スでは、技術の޻෉がޭを૗します。自分は動けなく
とも遠隔ૢ作で分身ロボットが仕事をしたり、ネット
上のԾ想ۭ間でメタバースという自身のキャラクター
が接٬業務をする現実はطに広がっています。高度な
ૢ作に思えるかもしれませんが、前ड़の2にهしたよ
うな障害特性に応じた入力デバイスがあれば、基本的
なૢ作で利用可能です。

पล機器の調整も効率を上げます。例えば、ベッド
に横たわっての作業では、ディスプレイを見やすい位
置にݻ定する道具が有効です。ڼթ位で会話するなら

খさい声をरうマイクがศ利ですし、メモができない
ケースでは、Ի声จࣈ化のアプリなどもオススメで
す。

これらは一例ですが、重度障害のある方は、そのま
までは困難な作業が多いため、支援者は次のようなこ
とを日頃から念಄におくとよいと思います。

・ どんな機能が加われば可能が不可能になるかを想
૾する

・ICT 支援機関や支援機器メーカーと連携する
・新しい技術やைྲྀに関心を持ってアンテナをுる
今日できない作業も、明日できるかもしれないとい

う視点で環境を改善していきましょう。

（2） *$T Ҏ֎の޻෉、ϙイント
支援技術を就労場面で活用する場合、大事なこと

は、使う本人がその利用を他者に相談・ґ頼できるこ
とです。重度障害があるから誰かが代行してあげる、
ではなく、その技術が必要な理由を自分で説明し調整
を請う力が大切です。

仕事は、どんなに高度な技術が関わΖうと、全ての
手掛かりはそれを使う人にあります。「ロボットがあ
れば働ける」のではなく、あくまでそれは応援してく
れる道具の1つ。「それを使うあなたがどんな人か」
が最も問われるのは言うまでもありません。したがっ
て、障害が重度であるからこそ、訓練時には、社会人
としてのルールやपғとのつながりの大切さをしっか
り学んでほしいものです。

その姿勢は、オンラインでもオフラインでも必ず相
手に఻わります。

（ງࠐ 真理ࢠ）

�.3　ਫ਼ਆ障害
精神障害とは、認知し、൑அし、行動するという精

神活動が೴の障害やർ労のためにଛなわれている状
態の総শです1）。精神疾患の診அは、ถ国精神医学会
による %SM-5や、ੈ界保健機関による IC%-10によ
り、診அ基準が備えられるようになりました。しかし
ながら、精神疾患の診அには、分類される୹所とฐ害
があることも知られています。ݹ川は、精神科の診அ
໊は症状܈の໊শにす͗ないということ、診அ໊は患
者の症状すらすべてをカバーしているわけではないと
いうこと、実際の疾患は理࿦よりもࡶ多であるという
ことをड़べています2）。就労支援の対象となる精神障
害者の病期は維持期・ຫ性期であることが一般的であ
り、この時期は疾病要Ҽより、対象者自身の個別要Ҽ
の方が生活に༩えるӨڹが大きいです。今回は、精神
障害のうち、障害福祉サービスの利用者の多い診அで
もある「౷合ࣦ調症」と「うつ病」を中心としてその

特性と支援のポイントについて説明します。

1. 障害特性

（1） ౷߹ࣦ調঱のಛੑ
౷合ࣦ調症は、生֔発病率は0.8％前後で、発病年

齢は思य़期から30ࡀまでが多く（平ࡀ22ۉ）、発病
年齢が஗いほど予後がྑいと言われています。症状
は、ཅ性症状（ݬ聴、ໝ想、ڵฃ、໎ࠚなど）、ӄ性
症状（自発性ݮୀ、感情ಷຑ、平൘化、自ด、思考の
ශ困化など）、思考障害（思࿏எ؇、໓྾思考など）
があります3）。病期によってその症状の出現は様々で
す。

就労支援においてみられる特性としては、動作の発
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動性の低下があります。ӄ性症状が࢒Ҩしている状態
が続くことがあり、意ཉがわかないことや、ද情の๡
しさ、他者交ྲྀを積極的には望まないといった行動と
なることがあります。また、思考障害により、機ඍな
൑அがۤ手であることや、コミュニケーションにおい
てจ຺をޡってଊえてしまうことがあります。時に、
ཅ性症状が࢒Ҩすることがあります。ཅ性症状に対し
ては、自分自身で病気であると認識している、病識と
ばれるものが確立されている対象者もいます。まだݺ
ᐆດな認識であり、就労支援の中で確立させていく対
象者もいます。これらの症状は、全てが生じるという
いうわけではなく、個別性があり、また、症状の出現
も一定ではなく、変化があり得るものだと理解する必
要があります。

（2） ͏ͭපのಛੑ
うつ病は、生֔発病率は15％前後で、性ࠩでは1：

2とঁ性に多く、発病年齢は20ࡀ代後൒と40～45ࡀ
に多いです。症状は、཈うつ気分、ཉ動や思考面の཈
制症状、不眠がある。気分の日内変動（ேの཈うつ状
態）も特徴的です3）。

就労支援においてみられる特性としては、཈うつ状
態、意ཉのݮୀに伴い、発動性の低下が生じます。཈
うつ状態は、ேに生じることが多く、出勤にӨڹを及
΅すことがあります。また、қർ労性があるため、職
務を長時間続けることに困難さを感じる場合がありま
す。思考障害のӨڹから、以前は的確に൑அや検討が
できた内容も、同様には処理することができないこと
もあります。これらの状態に、対象者が直面すると、
病前の自身と比較してしまい、自己評価を低下させて
しまいます。うつ病については治༊する疾病と位置෇
けられているため、支援者としては回復の可能性を説
明しながら、また日内変動のみならず、日ࠩ変動もあ
り得ると認めながら、就労支援を行っていく必要があ
ります。

2. アセスメントのポイント
精神障害者のアセスメントにおいて、最も重要なこ

とは、対象者の強みとなるストレングスをଊえること
です。対象者が経ݧしてきたこと、またはڵຯ・関心
があることは、どのような内容であるのかといったこ
とです。この考えを前提として、精神症状の状態や変
化、認知機能や情動、ۓுなどの心身機能について。
また、日常生活活動や職務遂行能力といった遂行能力
について。さらに、対象者本人以֎の環境Ҽࢠ、例え
ば、住環境やՈ଒、職場上࢘や同྅、支援機関との関
係などをଊえていく必要があります。状態૾は、一定
ではなく、関係する様々なҼࢠによって変化し得るも
のと理解し、その中でストレングスを見出していくこ
とが欠かせません。

テレワークという側面で考えると、ICT 技能や経ݧ
の有無についてアセスメントを行うことは欠かせませ
んが、対象者自身がڵຯ・関心を抱く職務であるの
か。また、現在までに経ݧが無くとも、心身機能や能
力から、新たに従事できる可能性があるのかというと
こΖまでをଊえていく必要があります。テレワークの
業務を想定すると、コミュニケーション場面がݮ少す
ることを想定し、精神障害者に適しているのでは、と
いう考えをࣖにします。しかしながら、限定されたコ
ミュニケーション場面や、日常とは異なるデバイスを
活用することとなります。テレワークにおいて、コ
ミュニケーションが取ることができるのか、というଊ
え方が必要です。

ർ労状態に関するアセスメントも重要です。Ծに、
テレワークの経ݧがあり、職務遂行は可能であると൑
அができる状況においても、日内変動や日ࠩ変動があ
り得るものと考え、仕事上で、常に同じύフォーマン
スが発揮できるわけではなく、変化を認めながら遂行
可能となる職務内容はどのようなものであるか見極め
ていく必要があります。

これらのアセスメント内容については、支援者のみ
が活用する情報ではなく、対象者や企業と共有して、
それͧれの立場で対応可能なことはどのようなことで
あるか、検討を行っていく必要があります。また職業
準備性を高めることに専念するのではなく、対象者の
全体૾がおおよそଊえることができた場合には、on
the job training の考えのもと、実際の職務に従事し
た上で生じる課題はどのようなものであるか、見極め
ていく必要があります。

3. 配慮・޻෉のポイント
職務内容を考える際に、対象者の認知機能やർ労な

どの状態と合わせて、遂行が可能であるのか考える必
要があります。対象者が独立して従事する職務である
のか、チームを形成して従事する職務であるのか。こ
れらを検討する上では、上هの状態૾をଊえることに
加え、テレワークを想定したコミュニケーション能力
をଊえる必要があります。職務において、遂行が困難
な場面が生じた場合に、何らかの手ஈにより援助や助
言を求めることが求められますが、対象者自らが発信
できるような配慮が必要となります。そのためには、
事前に、発信方法やタイミングなど、明確に設定をし
て、対象者と共有しておく必要があります。

職務を実施する場所に関しても޻෉が必要です。テ
レワークとは、「ICT を活用した場所や時間にとらわ
れない柔軟な働き方」であるとされ、具体的にはイン
ターネットを利用して、会社から離れた場所で仕事を
することの総শとしてݺばれています4）。これらを踏
まえると、一つには自宅において職務を遂行すること
が考えられます。自宅で業務を行う場合には、生活と
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仕事がࠞ在してしまうことが懸念されます。労働環境
をアセスメントした際に、一見するとうまく切り分け
られているような印象を受ける場合にも、視֮的、聴
֮的な情報が౷制されているとは限らず、このことが
集中を切らして、業務効率を低下させることも考えら
れます。精神障害の場合、֎的ܹࢗに対してහ感とな
りやすく、職務にӨڹすること自体に対象者が困࿭し
てしまうことがあります。このことがきっかけとな
り、体調不ྑへとసじる可能性もあります。そのた
め、職務環境のアセスメントと環境調整・整備の介入
が必要となることも考える必要があります。対象者自
身がܹࢗへのහ感さに気෇いている場合もあります
が、気෇いておらず何が原Ҽか分からずに集中できな
いという状態も想定されます。支援者や対象者、企業
において、仕事を行う上で、どのような環境設定が必
要であるのか検討をすることが求められます。

配慮や޻෉が必要な点として、対象者のർ労につい
ても見極める必要があります。精神障害の場合、ٸ性
期後からർ労状態が継続していることがあり、また֎
的ܹࢗへの過හさからқർ労性があると考える必要が
あります。前ड़したように、テレワークであると自宅
などのプライベートۭ間を共有しながら、職務に従事
することになります。明確な仕事の時間とプライベー
トの時間を切り分けて設定しないと、労働時間の௒過
や、生活全般に仕事を重ねてଊえてしまう可能性もあ
ります。このことが܁りฦされると、対象者自身も気
෇いていないർ労が஝積され、体調不ྑへとసじる可
能性があります。

これまでの就労支援においては、対象者の生活ݍ域
の中で、具体的には通勤が可能なΤリア内に職場があ
るという中で支援が求められてきました。しかしなが
ら、テレワークであると、自宅型または自宅֎のサテ
ライト型の仕事場へ出勤することになります。企業

は、住所地の生活ݍ域にあるとは限らず、他県に所在
するということも考えられます。就労支援を行う支援
者には、職務遂行能力への支援と同時に、これまで以
上に生活支援が求められるかもしれません。本དྷ、生
活支援は企業の役割ではないのは確かですが、中খ企
業などで、例えばՈ଒経営のような事業主だった場
合、対象者の生活まで面౗を見るということもあった
かもしれません。テレワークであると、こういったこ
とは成立しにくいです。つまり、テレワークの就労支
援では、これまでとは異なる連携が求められます。も
しかしたら、対象者の生活ݍ域にて支援を実践する支
援者と、企業の所在ݍ域にて支援を実践する支援者と
いった、支援の実践Τリアが異なる支援機関同士で連
携を図っていくことも念಄に置く必要があります。

働き方の多様性と同時に、支援においても多様性が
求められると考えられます。
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（野⃻ ஐਔ）

�.4　知త障害
知的障害のある方は、一般的にύソコン業務には向

いていないと認識されることが多いのですが、作業の
調整と ICT 機器の޻෉等を適切に組み合わせること
でテレワークで働ける方もいます。ここでは知的障害
のある方のテレワーク支援の事例からそのポイントに
ついて紹介します。

1. 当事者のモチベーションの
高さと実体ݧ

知的障害のある方が「テレワークで働きたい」
「ICT 機器を使って働きたい」と思う場合、支援者は
最ॳから難しいと൑அせず、本人のモチベーションや

ύソコン等の機器のૢ作に対する本人の自信のఔ度な
どを確認する必要があります。最ॳから「向いていな
い」として൑அするのではなく，実際に様々なύソコ
ン作業を実体ݧしてもらいながら，その適性を൑அす
ることが大切です。実体ݧを重ねることで、作業能力
の高まりやモチベーションが維持されているかもアセ
スメントとして大切です。ύソコン業務も様々な作業
があり、実体ݧを通じて得意な作業がみつかればその
力を高めていくことが可能です。実体ݧの結果、どの
作業も困難度が高く，本人の体感としても難しいと感
じるとなれば、他の作業を୳すなど方਑స換をする場
合もあります。
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2. 作業内容の޻෉と環境の޻෉
体ݧの結果、ブラインドタッチが可能で入力଎度が

଎い人には、データ入力業務などを行うことも可能で
す。入力データのࣈ׽がಡめないこともありますの
で、どういったデータであれば安定した作業が可能な
のか、どういったද示の޻෉があればミスを生じにく
いのかなど、試行ޡࡨすることで作業環境の最適解を
見つけることができます。在宅勤務や遠隔訓練では、
पғに支援者や同྅などが居ない環境になりますの
で、「すぐに直接聞くことで解決する」ことは対面よ
り容қではありません。その結果、作業が଺ることや
先に作業を進められなくなるといった事態が生じる場
合があります。こうした場合には、「ಡめないࣈ׽や
൑அに೰む場合にはʰ˔ʱを入力しておく」といった
ルールを事前に決めておくことで、作業遂行を安定化
させることができます。一般的には、データ入力の仕
事はೲ඼前に必ず別の人がチΣックし，ೲ඼するよう
になっていますので、その際に「ʰ˔ʱの部分をࣈ׽
に変更して׬成させています」とチΣックを担当して
いる人に఻えることで、ਖ਼確なデータとしてೲ඼する
ことができます。

3. 指示の޻෉と訓練環境の設定
聴֮情報に偏るޱ಄指示だけでは、十分な理解が難

しい場合もあります。視֮情報を伴う指示を原則とす
ることや遠隔訓練にࢸるஈ֊では、まず対面指導で一
ॹに画面を参রしたり指ࠩしも交えて説明し、手ॱ書
やチΣックシート用いて作業することで、十分に作業

内容を習得することも可能な方もいます。手ॱ書につ
いては、言༿だけでදهするのではなく、画面キャプ
チャーなど視֮情報でਖ਼しい場所やアイコンなどが明
確にわかる޻෉を用いることが有効です。

遠隔訓練における指導場面では ;oom 等で画面共
有をしながら、一つͻとつの޻ఔをஸೡに説明した
り、説明している場面を録画し、܁りฦし視聴できる
。෉することで、よりスキル習得が安定します޻

進捗報告や作業指示などに使うツールは複਺の選୒
を用意し、個々が使いやすいツールを選୒してやりࢶ
取りする޻෉も慣れるஈ֊では必要です。グループ
ウΣア、メール、チャット、-I/E、Ի声通話、テレ
ビ会議など、目的によって使い分け、作業に伴うコ
ミュニケーションやデータや情報のやりとりにおい
て、何の組み合わせが本人の力を発揮できるのかを、
試行ޡࡨしながら見つけていく支援者の姿勢が大切に
なります。

データ入力以֎の画૾処理やデータ処理の業務でも
決められたルールにԊった作業の定型的な܁りฦし行
う作業には適性が高いことが多く、作業場面や作業内
容についてその都度適切な൑அを要する作業は課題が
多くなります。変則的な事案やトラブルが発生した場
合に、メールやి話で状況を説明できる方は、こうし
た課題が発生する場合でもその場で解決できることも
あります。しかし ;oom 等で画面を共有しながら状
況を説明するといった手法を用いても、「何が自分の
わからないポイントなのか」など、状況説明ができな
い場合は、遠隔環境で作業するのは難しいでしょう。
知的障害のある方にもわかりやすい޻෉や調整は、そ
の他の方にもわかりやすく理解しやすい޻෉であると
いう点はICT機器を用いた仕事についても同様です。

（川࡚ ᆹ༸）

�.�　発ୡ障害
発ୡ障害は「自ด症、アスペルガー症ީ܈その他の

広൚性発ୡ障害、学習障害、注意欠ؕ・多動性障害そ
の他これに類する೴機能障害であってその症状が通常
低年齢において発現するものとして政令で定めるも
の」として発ୡ障害者支援法において定義されていま
す。

1. 発ୡ障害の種類と特性について
発ୡ障害には、自ดスペクトラム症（以下 "S%：

"utism Spectrum %isorder）、学習障害、注意欠
ؕ・多動症などがあります。これら発ୡ障害は、中਻
神経系の障害により、何かしら生活上等に困難さを抱
え、環境との不適応さによって生じるといわれていま

す。
"S% は、「社会性」「コミュニケー ション」「イ

マジネーション」の3つのྖ域について偏りが生じや
すい特性をもちます。また、3つのྖ域だけでなく、
視֮・ᄿ֮・ຯ֮ といったޒ感における過හやಷ感
といった感֮障害、ૈ大運動やඍࡉ運動による運動感
֮の困難さなどがあげられます。スペクトラム（೒
৭）という言༿の通り、人によって現れ方やఔ度が異
なるのが特徴的です。

次 に、 学 習 障 害（-%：-earning %isorders、
-earning %isabilities）は、全般的な知的発ୡの஗れ
がないにも関わらず、ಡみ書き能力や計ࢉ能力にア
ンバランスさが見られる状態を指します。また、-%
は、"S% や注意欠ؕ・多動症と重複する場合もあり
ます。その他に、「ಡࣈ障害」「ࢉ਺障害」「書ࣈද
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出障害」といった障害などもଘ在します。
注 意 欠 ؕ・ 多 動 症（ 以 下 "%H%："ttention-

depcit/ hyperactivity disorder）は、ケアレスミス
や注意ࢄອといった「不注意」や、མち着きがなく動
き回る、じっと੮に留まることができない、せっかち
で後先考えずにඈび出してしまうといった「ি動性」
といった症状が見られます。また、不注意の特性が強
い「不注意優勢型」、多動やি動性の特性が強い「多
動性ʵি動性優勢型」、両方の特性がࠞ合した「ࠞ合
型」といった3つのタイプがあります。

2．発ୡ障害による職業的課題
職業的課題としても中਻神経系による認知特性の困

難さがӨڹすることが多いと言われています。ද1に
主な職業的課題についてه載します。

ද1　発ୡ障害のओな職業త՝୊
ʢಠཱߦ੓๏ਓྸߴ�ɾো֐ɾٻ৬ऀࢧ༺ޏԉ機ߏ�就ࢧۀԉ
ϋϯυϒοクΛҰ෦վมʣ
適切なスϐードで作業することがۤ手
スϐードは଎いが、ࡶだったり、質を意識すること
がۤ手
一度に複਺のことを指示されるとࠞཚをする
ந象的な指示が理解できない
指示が理解できなくてもฦ事をすることがある
ͻとつの仕事をしながら、同時に別のことをこなす
ことが難しい
作業の手ॱ、ஈ取りを自分で考えることがۤ手
指示とは異なる勝手な൑அ基準で作業をしてしまう
自分のやり方にࣥݻし、修ਖ਼を受け入れられない
仕事のྔや時間などの見通しが持てないと不安を感
じる
同྅、上࢘など、立場のҧいに応じたޠܟの使い分
けなど、場面や立場を考慮した発言ができない
҉໧のルールなど、明จ化されていないことがわか
らない。
割り当てられた自分の役割以֎は、自分から行おう
としない。

このような職業的課題は、コミュニケーションの不
適応さによって生じるため、結果的に対人関係による
トラブルが生じやすくなります。ٯに、対人的な関わ
りが少ない場合、障害によるつまずきや課題面に関し
見過ごされてしまうこともあります。

適切な支援を実施することができない場合、精神障
害といった二次障害に繋がってしまうこともありま
す。したがって、環境との関わりの中で認知面・行動
面の課題について個別に具体的に整理することがポイ
ントとなります。

3.  発ୡ障害とテレワーク支援の
෉޻

（1） 障害ಛੑとテレワーク支援の޻෉
最近では、障害のある人が働く場でもオンライン化

を含むテレワークが増えてきています。そうしたな
か、支援者は発ୡ障害の就労支援について難しさや心
配を感じている場合があります。たしかに、状況や環
境によっては、テレワークで発ୡ障害のある人に新た
な職業的課題が出てきたり、体調やメンタルヘルスに
ѱいӨڹがあったりする場合があります。

しかし、支援者がテレワークでىこりやすい課題や
そのための対応を知り、適切な支援を行うことで発ୡ
障害があってもテレワークで力を発揮し、働き続ける
ことができるようになると考えられます。実際に、す
でに多くの発ୡ障害のある人がテレワークで働いた
り、就労系障害福祉サービスでテレワークのための、
またオンライン上での訓練、サービスを受けていたり
します。

したがって、支援をする際に、対象である発ୡ障害
のある人にそのテレワークが合っているかどうかや、
どのような支援や配慮が必要であるかは、通常の就労
支援と同じように、支援の対象となる個人の障害特性
や職業的な能力や課題、環境を評価し、把握すること
が大切です。また、テレワークならではの課題、対応
を知ることが役に立ちます。

（2） テレワークのϝϦットとσϝϦット
テレワークのメリットやデメリットには、たとえば

次のようなことがあります。特にデメリットのうち、
オンラインでの作業は、認知機能へのෛ担が多くなり
やすいため、注意力や集中力に課題のある人の場合、
環境の調整等に配慮する必要があります。
①テレワークのメリット

・在宅勤務で通勤時間がݮり、作業の効率が上がる
・在宅勤務で感֮的な環境を自分でコントロールで

きる
・スケジュールを柔軟に管理できる
少し、対人ݮ時間などに他者と関わる機会がܜٳ・

面でのストレスがݮ少する場合がある
②テレワークのデメリット

・オンライン作業は視֮やԻのܹࢗが多く、複ࡶで
あるため、認知的ෛՙが多くかかり、作業が஗く
なったり、難しくなることがある

・インターネット接続に問題があると仕事ができな
い

・上࢘や同྅とのコミュニケーションが取りにくい
・メンタルヘルスがѱ化する場合がある
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4． 発ୡ障害のテレワークの
課題と対応例

発ୡ障害のテレワークで生じる可能性のある課題と
課題への対応例をද2に示します。テレワークでは、
自宅やオンライン会議の環境、オンラインでの作業、
画面共有や共同ฤ集の作業等があります。そのため、
視֮やԻ声のܹࢗが多かったり、複ࡶになったりする
ことで、認知的ෛՙが多くかかり、処理に時間がか
かったり、作業が難しくなったりする可能性がありま
す。

そのような認知的課題の解ফのためには、雇用主で
ある管理者の組織としての対応、配慮が重要です。ま
た、発ୡ障害のある人のテレワークの適性について
は、障害໊ではなく職業的な課題特性を見ること、人
や情報の支援の必要のఔ度、コミュニケーション力、
理解力（知的能力）、自己管理能力、主治医との関係
性も関連してきますので、そのような点の評価も大切
です。

ද2　՝୊とରԠྫ
՝୊ ରԠྫ

テレワークの೉し͞
＜ࣗ宅ۈ務＞
・自宅では૽Իやअຐ

が入り気がࢄって仕
事に集中できない

・仕事とՈఉの場所と
時間の切り分けが難
しい

・ ֎ 部 ࢗ ܹ で 気 が ࢄ
ら な い 作 業 場 所 を
作 る・ 仕 事 の ス ケ
ジュールを決めてそ
れをकる・仕事場所
とՈఉのことをする
場所を明確に分ける

＜技ज़・ઃඋ＞
・インターネット接続

に問題があると仕事
ができない

・必要な機器や環境の
整備、調整

・技術的支援、専門的
支援

Φンラインの会ٞや࡞業の೉し͞
＜タイϛンάを知る͜と＞
・発言のタイミングが

わからないʗ質問し
ていいとき、いけな
いときがわからない

・進行役を設定する
・「挙手」機能を使い、

発言や質問があると
示す

・チャットで఻える

＜஫ҙの࣋ଓ・ूத＞
・画面にөっているも

のやԻが気になり話
に集中できない

（例：എܠやഎܠԻ、
Ծ 想 എ ܠ の 不 自 વ
さ、アプリケーショ
ンの通知）

・画૾や通知を切るʗ
相手にカメラを切っ
てもらう

・Ծ想എܠをかけるʗ
何もないഎܠにする

・共有するビデオとオー
ディオのྔを調整す
る

・組織が通知をݮ࡟す
るためのガイドライ
ンを作成する（例：
全体連絡は最খ限に
཈える）

＜業の੾Γସ͑࡞＞
・画面共有に気がࢄっ

てチャット等の他の
ことに気がつかない

・気がࢄった後、࠶び
会議に集中すること
が難しい

・タイマーや時計を自
分のपลに置く

・会議の議題、目標、
期待することを事前
に共有するʗ会議は
予定や議題にԊって
進めるʗ会議後に議
事録や録画を共有す
る

・組織が注意力管理の
ガイドラインを作成
する

＜ίϛュニέーγϣン方法のมԽ・ײཱݽ＞
・上࢘や同྅とのコミュ

ニケーションが取り
にくい

・メンタルヘルスのѱ
化

を会わせた定期的إ・
なミーティング

・定期的なフィードバッ
ク

・組織がネットワーク
を積極的に構築する

・組織が多様なコミュ
ニケーションの機会
を設ける

・上࢘や同྅が発ୡ障
害のある従業員のコ
ミュニケーション方
法を理解する

【参考文献】
○独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構

（2021）就業支援ハンドブック．
（縄岡 好晴・清野 絵）
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೴機能障害࣍ߴ　�.�

1.  先行研究レビューからみる
特性と遠隔支援

֎ই性೴ଛই者（以下、T#I）に対する遠隔リハビ
リテーション（以下、遠隔リハ）の有効性に関して、
1980年1月～2017年4月までのจݙレビューにおい
て、13ฤ（ランダム化比較試10：ݧฤ、前後比較研
究：3ฤ）の先行研究が確認できました。遠隔リハの
手法は、ి話による介入10ฤ、インターネットによ
る介入3ฤでした。ి話による介入は5ฤのランダム
化比較試ݧのうち4ฤで介入の効果が報告されていま
す（効果ྔ（d）� 0.28-0.51）。効果の内容は「心
身機能」、「心的֎ই後ストレス障害」、「睡眠の質」、
「཈うつ症状」が改善したと報告されています1）。

そのほかに、T#I 患者120໊に対する認知リハの有
用性について、施設内での認知リハ܈（n�67）と在
宅での認知リハʴि1回看護師によるి話による介入
53�n）܈）の比較検討が行われています。主なアウ
トカム指標は、受ই1年後の職場復帰率、認知機能、
生活の質等です。その結果、2܈間で1年後の職場復
帰率や認知機能、生活の質に有意ࠩはみられていませ
ん2）。従って、施設内でのリハと遠隔リハの効果は同
ఔ度であったことが示唆されています。

2.  テレワーク支援に関する実態調査

（1） ໨త
本๜の高次೴機能障害者のテレワーク支援の実態を

把握することを目的としました。

（2） ର৅と調査ؒظ
高次೴機能障害支援拠点機関と高次೴機能障害者に

特化した障害福祉サービス事業所、合計157施設にア
ンケート調査ථ（無໊ه自ه式質問ࢴ調査法）を送෇
しました。調査期間は2022年2月21日～3月31日に
実施しています。

（3） ྙཧత഑慮
新ׁ医療福祉大学学長及び本学ྙ理৹査ҕ員会のঝ

認（ঝ認൪߸：18793-220111）を経て実施してい
ます。

（4） ݁Ռ
54施設から回౴（回収率34.4％）を得ています。

①テレワーク支援の必要性と困難感

必要性については「かなりある：12໊（22.2％）、
ややある：15໊（27.8％）、どちらともいえない：
19໊（35.2％）」でした。テレワーク支援の実施
又は導入の困難感に関しては「かなりある：22໊
（40.7％）、ややある：19໊（35.2％）、どちらと
もいえない：8໊（14.8％）」で、「かなりある」と
「ややある」を合わせると75.9％が実施又は導入に
困難を感じていました。
②テレワーク支援実践における障น

主な回౴結果は「支援者が高次೴機能障害者のテレ
ワーク支援の知識・技術が๡しい：とてもそう思う
10໊（18.5％）、そう思う23໊（42.6％）、どち
らともいえない17໊（31.5％）」、「高次೴機能障
害者のテレワーク支援を実践している支援機関が少な
い：とてもそう思う16໊（29.6％）、そう思う28໊
（48.1％）、どちらともいえない10໊（18.5％）」、
「高次೴機能障害者のテレワーク支援に関する情
報が少ない：とてもそう思う17໊（31.5％）、そ
う思う31໊（57.4％）、どちらともいえない3໊
（5.6％）」との結果でした。
③テレワーク支援実践時の対処能力

テレワーク支援実践時の対処能力10項目を自
己評価にて回౴を得ました。その結果、対処能力
（自己評価）が低い下位3項目は「身体機能のア
セスメントや援助・助言・指導：あまり出དྷない
14໊（25.9％）、全વ出དྷない4໊（7.4％）」、
「ICT スキルのアセスメントや援助・助言・指導：
あまり出དྷない13໊（24.1％）、全વ出དྷない5
໊（9.3％）」、「作業環境（صの高さ，࠲位・立
位姿勢など）のアセスメントや援助・助言・指導：
あまり出དྷない15໊（27.8％）、全વ出དྷない4໊
（7.4％）」との結果でした。

3．テレワークにࢸった事例紹介

（1） ঱ީੑͯん͔んのӨڹにΑΓテレワーク
就労を໨ࢦしͨ事ྫ

ߎ代ঁ性（Ո଒構成：両਌と3人฻らし）、೴ࡀ30
Ա障害、遂行ه、による高次೴機能障害（注意障害࠹
機能障害、୤཈制、қౖ性）とࠨยຑᙺを認めた。障
害福祉サービスにおける自立訓練（機能訓練）を通
所にてि5回利用されていました。日常生活活動（以
下、"%-）能力は、入ཋ動作におけるચ体動作にお
いて一部介助を要しました。歩行時は୹下ࢶ૷具と T
৛を使用、֊ஈঢ降は手すりを使用すれば自立レベࣈ
ルで、それ以֎の "%- は自立レベルでした。病前は
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福祉系の仕事をしておりύソコンスキルはワード、Τ
クセルの基本的なૢ作は可能でした。事例の主なニー
ズは公共交通機関の利用自立と一般就労でした。事例
の行動特性としては、訓練課題に対しミスが多いと問
題がѱいと指摘したり、ࣦഊにහ感でショックを受け
やすい特性がありました。また、分からない問題を職
員に質問し、職員が上手く౴えられない場面では「な
ͥ職員が分からないような問題をやらせるのか」と感
情的になる場面がみられました。神経心理学的検査の
成੷は、Trail Making Test Part " 46.2ඵ、Part #
82.3ඵ、W"IS-R 全検査 I286、言ޠ性 I2100、動
作性 I270、遂行機能障害症ީ܈の行動評価（標準化
された得点）85点でした。テレワークを目指すこと
になった経Ңは、支援開始当ॳは通勤によるオフィス
ワークでの職場復帰をر望していましたが、支援期間
中に܁りฦし症ީ性てんかんがみられました。本人、
Ո଒ともに、通勤中にてんかん発作が生じることを心
配された点と基本的なύソコンૢ作は可能であり、さ
らに上手くいかない点をपғと共有できることを踏ま
えてテレワークの就労を目指しました。支援プログラ
ムは、就職活動とฒ行し、ύソコンスキルの向上、認
知機能の向上に対して支援を行っています。障害福祉
サービス利用開始、約1年൒経過後、テレワークの求
人に応ืし内定にࢸっています。

（2） ೴जᙾの࣏療とのཱ྆Ͱテレワークをし
ͯいる事ྫ

30代உ性（Ո଒構成：࠺・長உ・次உ・長ঁの5人
฻らし）、೴जᙾによる高次೴機能障害（注意障害，
症状）を認めた事例です。障ޠԱ障害，ࠟ੻的なࣦه
害福祉サービスにおける就労移行支援を利用していま
した。"%- は自立していましたが、೴जᙾのӨڹ及
びその治療のための治ݧ薬使用でർれやすく、新型コ
ロナウイルス感染症（C07I%-19）のຮ延のӨڹか
ら在宅での訓練を行い、その後、復職に向け通所によ
る訓練も行いました。病前は自動ं関連会社における
部඼調ୡの仕事をしており、ύソコンスキルは有して
いました。事例の主なニーズは、前職への復職でし
た。就労移行支援における在宅訓練では、オンライン
会議システムを利用してேྱや༦ྱ、グループワーク
を実施したほか、メールやクラウドストレージサービ
スを使用し、高次೴機能障害者向けに作成した認知機
能・職業能力・対人関係スキル訓練課題を行いまし
た。事例の行動特性としては、ࠟ੻的なࣦޠ症状が࢒
ଘしていたため、特に言ޠにからんで、ޱ಄の指示が
一度に入りきらなかったり、要点をまとめたり、ॱং
だてて考えたりすることができなくなっていました。
また、қർ労がݦஶで長時間にわたり訓練をしたり、
訓練が連日続いたりすると、ٳむこともありました。
神経心理学的検査の成੷は、W"IS- ᶚ全検査 I287、
Trail Making Test Part " 44.5ඵ、Part # 96.2ඵ、
Ր事の話：直後࠶生6/16、30分後࠶生3.5/16、標

準言ޠ性対連合学習検査（#）有関係7-7-6無関係
2-3-3、W"# 症検査ޠࣦ "295.9でした。復職にあ
たっては、職場側とも調整し、қർ労を考慮した形
で、ि2～4日ఔ度のテレワークでの勤務をすること
にࢸっています。テレワークでは、オンライン会議シ
ステムのミーティング、チャット、Ի声を使用してଧ
ち合わせや会議を適ٓ行うとともに、仕入れ価֨දや
議事録の作成などの業務に従事することになりまし
た。しかし、ޱ಄での指示内容に関しては十分に理解
できていないことが多いことから、その場ですぐに確
認できるようペアで業務を行うなど、フォロー体制を
構築しました。また、自身でもメモを取ったり、スク
リーンショットでه録を保ଘしたり、チャットを活用
してه録を࢒すようにしたり、様々な補ঈ行動をと
り、対策をとりました。

（3） த౓のهԱ障害があΓながΒ΋雇用؅ཧを
෉する͜とͰテレワークをしͯいる事ྫ޻

40代உ性（Ո଒構成：฼との2人฻らし）、ウΤル
ニッケ೴症による高次೴機能障害（注意障害、هԱ障
害、病識欠೗）を認めた事例です。障害福祉サービ
スにおける自立訓練（機能訓練、施設入所支援）を
11ϲ月利用後、就労移行支援を通所にてि5日利用さ
れていました。"%- はほ΅自立しており、予定の管
理や新しい場所への移動などでは一部サポートが必要
なఔ度でした。病前はシステムΤンジニアとして勤務
しており、基本的なύソコンスキルは有していまし
た。一方、৯生活のཚれから入院するなど生活管理に
課題がありました。そのため、事例のニーズは生活管
理能力の向上と一般就労でした。事例の行動特性とし
ては、هԱ障害がݦஶでޱ಄でのやりとりにおいて
は、直後でも๨れや変容が認められていました。ま
た、注意障害により性ٸさも認められていました。加
えて、पғからのフィードバックがないと自֮できな
いとこΖが大きな課題でした。神経心理学的検査の成
੷は、W"IS- ᶚ全検査 I2105、Trail Making Test
Part " 82ඵ、Part # 81ඵ、W"IS-R 全検査 I286、
Ր事の話：直後࠶生8/16、30分後࠶生4/16、標準
言ޠ性対連合学習検査（#）有関係8-9-9 無関係0-0-
0、リバーミード行動هԱ検査（"）標準プロフィール
9/24スクリーニング1/12でした。テレワークを目指
すことになった経Ңは、本人が望んだということでは
なく、職場の働き方改ֵによるもので、ि3～4日が
テレワークでした。就職にあたっては、事前に障害特
性を఻え、定型業務を中心とした業務設定、手ॱ書の
作成などの準備を行いました。加えて、オンライン会
議システムのミーティング、チャット、Ի声も使用し
て業務報告、業務指示、業務報告後の確認（ミスや修
ਖ਼Օ所を指摘）を行う等、雇用管理をపఈしました。
結果的に現在は職場のフォロー体制の中で安定して勤
務しています。現在は、在職ূ明書の発行、勤ଵデー
タのとりまとめ、異動者のデータ更新、請求書作成等
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の人事労務の事務業務を行っています。

4. テレワーク支援のポイント
高次೴機能障害者の中には、テレワークの方がマッ

チする事例が一定਺ଘ在すると推察しますが、実践に
困難を感じている支援施設も少なくありません。その
എܠとして、支援実੷が全国的にまだ๡しいことも一
Ҽであると示唆します。テレワークがマッチするケー
スとして、೴݂管疾患による症ީ性てんかんにより、
通勤において公共交通機関の利用や自動ं運సが実施
困難な事例、ຖ日通勤してのオフィスワークがқർ労
性のӨڹで困難な事例においては、テレワークは就労
を実現する一選୒ࢶになり得ると考えます。また、ύ
ソコンスキルもワード、Τクセルをはじめとした基本
的なૢ作能力は必要と考えますが、どのఔ度のύソコ
ンスキルが必要なのかは今後さらなる検ূが必要で
す。さらに、高次೴機能障害の重症度もテレワークを

実現するためには一定ਫ準必要であると推察します。
そのほかに、仕事上困った点が生じた際、他の従業員
に相談し問題を解決する力はオフィスワークよりもテ
レワークの方が求められると示唆します。しかし、ま
だ根拠を示すだけの事例の஝積が不十分であり見解を
示すには限界があるのが実状です。

【文献】
1）0wnsworth T
 "rnautovska 6
 #eadle E
 et

al. Efficacy of Telerehabilitation for "dults
With Traumatic #rain Injury: " Systematic
Review. 2018
 33（4）� E33-E46.

2）Salazar "M
 Warden %-
 Schwab ,
 et al.
Cognitive rehabilitation for traumatic brain
injury: " randomized trial. %efense and
7eterans Head Injury Program（%7HIP）
Study Group. J"M". 2000
 283（23）�
3075-3081.

（北上 कढ़・Ҵ༿ 健ଠ࿠）　

�.�　ௌ֮障害

1.  聴֮障害者のテレワーク支援
の޻෉

（1） ʮΖ͏者ʯとʮ೉ௌ者ʯとʮௌ者ʯ
い わ Ώ るʠ 聴 ֮ 障 害 者 ʡ（deaf） は、「 Ζ う 者

（%eaf）」または「難聴者（hard of hearing）」と
いう大きく2つのଐ性に大別されます。たとえ聴力が
同ఔ度であっても、アイデンティティや使用言ޠ等に
よって、働く上でのニーズが異なります。また日本に
おける最大の当事者団体の「全日本Ζうあ連ໍ」はΖ
う者の団体、「全日本難聴者・中途ࣦ聴者団体連合
会」は難聴者の団体であると認識されています。この
ทでは、Ζう者・難聴者を۠別し、また聞こえる人を
「聴者（ちょうしΌ）」とදهしています。

（2） ҧいにண໨する
聞こえない・聞こえにくいということは、聴者と触

れているੈ界がҧうと言えます。同じ「人の話を聞
く」という場面でも、それが声のみでの発信である限
り、以下のようなҧいによって情報のࠩが生じます。
①聴力

聴֮障害の分野では、聴力レベルはデシベルでදさ
れます。聴֮障害の等ڃで最も重い2ڃは「両ࣖの聴
力レベルがそれͧれ100デシベル以上のもの」とされ
ており、これは自動ंのクラクションが聞こえないレ
ベルといわれています。 聞こえなくなった時期など

にもҧいがあり、Ҩ఻（生まれつき）やೕ༮ࣇ期に聞
こえないことが൑明した場合や、中途ࣦ聴、ٸに聞こ
えなくなった方もいれば、だんだんと聞こえなくなる
方もいます。最近では、補聴器や人޻内ࣖが広がり、
補聴後の聴力レベルは多様化しています。ͻとつ共通
して言えるのは、それらの補聴器具を使用した場合に
ということは実「全に聴者と同じように聞こえる׬」
現していません。1対1では明ྎに聞き取った場合で
も、ࡶԻの多い場所ではそうではなかったり、Իの方
向は分からなかったり等のҧいがଘ在しています。
②言ޠ

「聞こえない人は、みんな手話ができる」というこ
とはありません。また言わずもがな「みんな手話がで
きない」わけでもありません。Ζう者・難聴者にとっ
てそれͧれの言ޠの使いやすさがあり、手話を中心に
して考えることや理解すること、発言することがしや
すいのはΖう者の܏向が高く、難聴者はそれが日本ޠ
中心であることが多いです。
③コミュニケーションのモード

この「モードがҧう」というのは、直感的に理解し
にくいかもしれませんが上ड़の「言ޠのҧい」と同じ
くらい重要で理解する必要があります。

これは会話の発信・受信の場合、聴者は「ޱで声を
出し」「ࣖでԻを聞く」という形式になります。一
方、Ζう者の手話での会話の場合「手やද情が動き」
「目で手話を見る」となり聴者とは異なった感֮器׭
や方法になるのです。また、難聴者も受信の場合は
いわΏるಡ৶術のような形式が一般的「を見るݩޱ」
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で、例えばマスクをして会話していると聴者は困るこ
とが少ないですが、Ζう者・難聴者にとっては見える
情報がݮ少しコミュニケーションが取りづらくなりま
す。これは、モードのҧいを理解することで配慮をす
ることができます。

2.  「見える化」をフル活用する
聴者だけの職場においても重要な「情報の見える

化」は、Ζう者・難聴者との協働においても非常に重
要です。聴֮的な情報をいかに見える化できるか、こ
れを考えていくことが情報֨ࠩをなくし૒方の働きや
すさにつながっていきます。同時に重要と言えるの
は、いかにෛ担ܰݮを考えながら実行できるかです。
ෛ担ܰݮをするためには、前項のҧいに着目しお互い
に最適なコミュニケーション手ஈは何か、またどのよ
うな方法があるのかを知っておくことが大切です。

（1） 情報อ障をͭける
情報保障は、聴֮障害に限定すると「手話通༁」

「要約චه」が挙げられます。つまり、声の情報を受
け取れる人と受け取れない人の間に生まれるࠩをຒめ
合わせること、情報を保障するという考え方です。近
年では ;oom を活用した遠隔手話通༁や要約චهも
登場しており、活用の෯が広がっています。

以下のようにお住まいの都道府県を加えて検ࡧする
と、೿ݣをどのような法人がやっていて、だいたいい
くらの費用がかかるのかを知ることができます。
「東ژ都 手話通༁೿ݣ」「大ࡕ府 要約චه೿ݣ」

（2） Ի੠ೝࣝアϓϦの活用
近年ではスマートフォンのアプリでԻ声をจࣈに変

えてくれるツールが登場しています。情報支援のෛ担
のܰさからٸ଎に拡大しています。しかし、पғの૽
Իなどによって声がޡって認識され間ҧったจষにな
るなど使用法には以下のような޻෉が必要です。また
「これがあれば全て解決」ではなく、ͻとつのツール
として理解の確認をし合いながら使用することが重要
です。
＜環境のチΣック＞
Իが少なく、話し声がクリアに認識されるԻ環境ࡶ・
・モニター等でԻ声認識の結果を皆でが見れると修ਖ਼

点に気づきやすく確実に఻わりやすくなる
＜話し方のルール共有＞
・発Իは明ྎ、内容は؆ܿに
・同時に複਺人が話さない（挙手制にする等）
・マイクを使用すれば認識精度が上がり、同時に複਺

人話すことがݮる
＜よりྑい運用＞
・ࣙ書機能で人໊ / 専門用ޠを登録
変換修ਖ਼役は交代制で行うޡ・

（3） νϟットの活用
りかつ気ܰにスϐーディにやり取りできる࢒録にه

チャットは、テレワークにおけるච談のような役割を
果たしています。先ड़の言ޠのҧいに着目しながら、
お互いの持っている言༿（ޠኮ）を入念に確認するこ
とが重要です。

（4） ಉ࣌ฤूがͰ͖るΦϑΟεܥアϓϦ
ύソコンのブラウβ上でද計ࢉ等オフィス系アプリ

を同時ฤ集できる機能（Google 社のʠGoogle スプ
レッドシートʡなど）は、テレワークの作業でも相手
の動きが即時反өされ、ґ頼したい作業を先にやって
みせるなどが可能です。「ඦ聞は一見に೗かず」のよ
うな教え合いや共同作業に適しています。

3.  コミュニケーションの原点に
立ちฦって協働する

（1） ʮ఻͑るʯとʮ఻Θるʯ͸ҧ͏
「఻える」ことは一方向的であり行ҝやプロセスとଊ

えることができます。一方で「఻わる」という意ຯは、
૒方向的でありコミュニケーションの結果と言えるで
しょう。先ड़のモードのҧいを理解すれば、「聞こえる
人と同じ話し方をしておけば఻わるだΖう」とはならな
いはずです。相手に఻わっているのか、確認や質問をし
て相手の意見を聞くことを重視することで「఻わる」こ
とをたくさん実現できると協働がਂまります。

（2） ʮ障害者ཧղʯΑΓ΋ʮ૬ޓཧղʯの΄͏
がՁ஋がある

聴者、Ζう者、難聴者はそれͧれ人間であることは
間ҧいありません。୯なる「聞こえない人」というよ
りは、共に気持ちよく働くために、その人の個人的な
強みや性֨、झຯを知るべきといえます。また自分の
ことも相手に知ってもらうことで働きやすくなること
も当વながら重要です。

（3） ʮ഑慮ʯ͔ΒʮาみدΓʯへ、ڞにಇ͖や
すい職৔を࡞る

いわΏるʠ健常者ʡ（聴者）の中には、「障害者を
助けてあげないといけない、ౖらせたらどうしよう」
というযりや不安に近い気持ちを持たれている方がお
られます。しかしながら、Ζう者や難聴者になったこ
とがない聴者は何に困るのか想૾することしかできま
せん。職場における困りごとや問題の発見、またその
解決も常に協働が必要になりますし、話しやすく対話
的なコミュニケーション環境をお互いに౒力して確保
する必要があります。

（尾中 ༑࠸）



9�第�章　ো֐ಛੑผのࢧԉのϙΠϯτ

障害֮ࢹ　�.�
目が見えなくなる。そのিܸは本人を時としてઈ望

させることもあります。そこから୤٫し立ち直るに
は、पғの支援が重要です。

視֮障害者の仕事と言えば、何を思いුかべるで
しょうかʁあんま・਑・پといった三療の仕事を挙げ
る方も多いと思います。しかし、三療の仕事が視֮障
害者の専業であった時代は過ڈのものとなり、三療の
仕事がݮりました。

一方、IT 技術が進んだ現代では、Ի声ソフトをۦ
使し PC を使って、事務的就労をされる視֮障害者が
増えてきています。また企業内でヘルスキーύーとし
て就職される視֮障害者にとっても PC スキルは必ਢ
です。

このষでは視֮障害者への PC スキル訓練を中心と
した就労支援のポイントについてهしていきます。

アセスメントのポイント
視֮障害者のアセスメントをする際、視֮障害が先

ఱ的なものか後ఱ的なものかによって対応が異なりま
す。先ఱ的な視֮障害の場合、ブラインドの状態に慣
れており、通常の質問項目に基づいてアセスメントを
行いますが、後ఱ的な方へのアセスメントでは障害の
進行状況、本人の精神状態を特に配慮する必要があり
ます。とりわけ視֮障害になった直後は多くの方が精
神的に不安定になる事も多く、最ѱの場合生きる気力
をなくされる方もいます。

支援者だけの力では解決出དྷないこともあるので、
ϐアカウンセリングが必要となります。日本視֮障害
者団体連合の相談૭ޱや働く視֮障害者を支援してい
る /P0 法人タートルの会の相談૭ޱはϐアカウンセ
リングの૭ޱとなっているので、そちらにつなぐ方法
もあります。

また、視֮障害になった直後では就労支援を実施す
るよりも、生活訓練を受ける方がྑいケースもありま
す。まず必要となるのが歩行への訓練です。歩行訓練
は専門の歩行訓練士が行います。各地の生活訓練施設
でコミュニケーション訓練等を交えて実施していま
す。

໡導ݘをر望される方には、日本໡導ݘ協会、アイ
メイト協会、日本ライトハウス等、໡導ݘ育成事業を
行っている団体をご紹介ください。

必要な器具について

1. ը໘ಡみ্͛ιϑト（εクϦーンϦーμー）
にͭいͯ

視֮障害者が PC を使用するためには、画面に出て
いる情報だけではなく、タイϐングしている内容もԻ
声化して確認する必要があります。これらのソフトを
オフィスの PC に入れることによって、視֮障害者は
仕事を出དྷるようになります。

代ද的な画面ಡみ上げソフトには、PC-Talker、
J"WS、/7%" が挙げられます。

2. ఺ࣈにͭいͯ
視֮障害者のコミュニケーションツールとして、点

を利用しࣈが挙げられますが、視֮障害者のうち点ࣈ
ている方の割合は1割ఔ度と言われています。

特に中途で視֮障害者になった方が、指先で点ࣈを
ಡむことは難қ度が高い܏向にあります。

そのような場合でも、部分的な目印やメモ書きとし
て点ࣈは有効です。点ࣈを֮え、点ࣈ器を使えば誰で
も点ࣈをଧつことができます。全国の点ࣈ図書ؗ等で
点ࣈの学習会を開いています。

3. ֦େಡॻ器にͭいͯ
視力が࢒っている弱視の方は、拡大ಡ書器を使用す

ることにより、視力を補うことができます。拡大ಡ書
器はルーペのような෺から、ディスプレイを備えたਾ
え置き型の大型のものまで、機能も画૾を拡大するだ
けではなく、白ࠇ反సや 0CR 機能を備えたものまで
෯広くあります。

ご本人の見え方や使うシチュΤーションに合わせて
複਺使い分ける方もいます。

拡大ಡ書器は比較的高ֹになるため、自治体からの
助成制度を活用する方法もあります。

4. ന৛にͭいͯ
視֮障害者が安全に歩行をする上で重要になるのが

白৛です。白৛は歩行時にة険෺や地面の変化等を知
らせるだけではなく、पғの人に視֮障害者である事
を認知させる機能もあります。なお、白৛のߪ入費に
ついて、自治体からの助成が得られる場合があるの
で、お住まいの自治体の相談૭ޱにご相談ください。

�. 日ৗ生活用۩にͭいͯ
普ஈ生活するうえで必要な視֮障害者向けの生活用

具は多ذに࿱ります。Ի声時計やԻ声体Թ計、%"IS:
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図書をಡむためのレコーダー等があります。
これらをߪ入する際に、自治体からの助成が得られ

るものもあるので、お住まいの自治体の相談૭ޱに連
絡する事をおקめします。

職業訓練について
あんま・᭥・پといった三療の仕事は国Ո資֨が必

要となります。国Ո資֨取得のための訓練は各地域の
໡学ߍ、厚生労働省認定の養成施設で訓練を受ける事
が出དྷます。また、障害者職業能力開発ߍで職業訓練
を実施しているほか、企業、社会福祉法人等の訓練ҕ
ୗ先を活用して多様な訓練を実施しています。

就労移行支援の訓練のポイント
就労移行支援施設が視֮障害者に就労に向けた訓練

を行うポイントはいくつかあります。

1. ҆全なҠಈにͭいͯ
就労を目指す視֮障害者にとって第一に大切なこと

は安全に歩行移動出དྷる事です。採用する企業側も通
勤上の移動を気にする事が多いようです。施設に通所
していただく上でも、歩行訓練が重要です。歩行訓練
は前ड़したとおり、生活訓練施設等で行いますが、就
労移行支援施設内の歩行については、その施設の担当
職員が行うことになります。ݐ෺内に点ࣈブロックが
ෑ設されていることが望ましいですが、点ࣈブロック
がない場合でも、白৛等を使い܁りฦし施設内を案内
すれば、୯独歩行も可能となります。ただし、環境認
知したচに置かれた෺の配置が変わるなど、環境の変
化には注意が必要です。レイアウトの変更等をやむを
得ず行った際には事前に఻えることで事ނを防げま
す。

2. 1$ ࿅にͭいͯ܇
（1）事前準備

ॳ期の訓練では画面ಡみ上げソフトを使用しブライ
ンドタッチの基本から訓練していきます。

その際、マウスを使わず画面を見ずにύソコンが使
えるようにトレーニングする事が必要です。

訓練で使う PC は低グレードのものの場合、画面ಡ
み上げソフトを常றさせるため動作不ྑをىこす場合
があります。画面ಡみ上げソフトの推奨環境より少し
上のグレードの PC を使う方がྑいでしょう。

リモート支援で行う場合は ;oom 等のツールを活
用し遠隔支援を行います。࢒ଘ視力がある方は、どう
しても画面やキーボードを見ようとしてしまいます
が、視֮障害が進行する可能性も考慮し、原則的には
視֮に頼らずૢ作できるように訓練を行います。しか

し、補助的に視֮を使いたい方にはϢーβー補助によ
る機能を活用します。視֮に対するϢーβー補助機能
には画面のハイコントラスト、拡大ڸの機能、マウス
ポインター、テキストカーソル等の設定があります。
ご本人の見え方に合わせて、これらの機能を使いま
す。
（2）実際の訓練

集団で訓練を行う場合、あるいは職場を想定した場
合の訓練であるならイϠϗンを用意します。講師の話
をยࣖで聞きながら、もう一方で PC のԻ声を確認し
て訓練を行っていきます。୯独、あるいはソーシャル
ディスタンスが十分に取られている場合はスϐーカー
から PC のԻ声を出しても構いません。

PC の訓練は一般的なύソコンの訓練と同様で、
ブラインドタッチの訓練から、0⒏ce 系ソフトであ
る Word・Excel、インターネット検ࡧ等から始めま
す。

具体的なύソコンૢ作に関するマニュアルは /P0
法人 SP"/ が公開しています。

3. 就職に向けͨ支援にͭいͯ
（1）就労へのイメージづくり

目が見えなくなった当ॳの視֮障害者は仕事なんて
もうできないと思われているかも知れません。そのよ
うな方に、いきなり就職活動をさせても上手くはいき
ません。PC 訓練等を通じ、少しずつでも出དྷること
を増やしていって自信を取り໭させることが、就労へ
向けた第一歩となります。
（2）具体的な就労事例

視֮障害の方々がどのような仕事をしているのか。
まず支援をする職員が理解しない事には、当事者の方
を後押しできません。近年では事務職として、ύソコ
ンをۦ使し在宅勤務をする視֮障害者も増えていま
す。

少しݹい資料になりますが、独立行政法人 高齢・
障害・求職者支援機構が「視֮障害者の雇用事例集～
支援機関を活用して職域拡大に取り組む～」を出して
います。
（3）就職先に求める合理的配慮

就職活動を行う上で、企業側にどのような配慮が必
要なのか提示する必要があります。歩行ルートの確保
や、弱視の方であれば明るさの調整、࠲੮の位置等の
ハード的な側面、पりの方の手助け等のソフト的な支
援等人によって必要とされる支援は様々です。

PC を中心とした具体的な事例として認定 /P0 法
人タートルが「視֮障害者の就労における ICT 関連
合理的配慮事例集」をまとめています。

4. ෮職に向けͨ支援
就労移行支援事業は自治体が必要性を認めれば、ٳ

職中の方も利用することができます。中途で視֮障害
になられた方は生活面を考え、就労移行よりもまず生
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活訓練を受けた方がྑいケースもあります。ご本人の
生活環境やٳ職期間を考慮し、支援計画を立てていく
こととなります。

支援をしていく中で、復職先とも連絡を取り合い、
経過を報告し、受け入れ態勢を事前に築いていただく
ことでスムーズな復職が出དྷます。

�. 就労ޙの支援
就職・復職していく際、就労移行支援機関が関༩す

るだけではなく、職場適応援助者（ジョブコーチ）や
障害者職業カウンセラーを活用する方法もあります。

念ながら、視֮障害者の支援に対応した職場適応࢒

援助者等が少ない現状があります。今後は障害特性に
応じた職場適応援助者の養成が待たれるとこΖです
が、当面は支援した就労移行支援事業所が支援してい
く事となります。そのҝに、就労定着支援事業として
利用者とܖ࠶約し、支援を継続する事も可能です。

視֮障害者を対象とした就労移行支援は、不足して
いるのが現状です。とりわけ地方では情報提供自体が
なかったケースも࢕っています。今回のࣥචが視֮障
害者の就労支援にۇかでもお役立ていただければ޾い
です。

（ҏాޗ ৳໵）

�.9 ͯん͔ん

てんかんのある人のテレワーク
てんかんのある人がテレワーク形態で働く時に、重

要な共通認識は、てんかんは一人一人の発作症状やそ
の他の併ଘ障害がઍࠩສ別な特徴があるということで
す。そのため、テレワーク下では「その人の発作症状
や他の障害特性に対してどのような合理的配慮が必要
かʁまたは不要かʁ」ということを見極めることで
す。そのためには、雇用者や支援者、そして誰よりも
当事者が、自身のてんかんという病気を知り、必要に
応じて病状についてのコミュニケーションをとり、お
互いの心理的安全性や信頼関係、生産性を高めること
が重要です。てんかんのある人のテレワークを推進す
る必要がある理由の一つに、自動ं運సの問題があり
ます１）。職務自体の遂行能力があるにもかかわらず通
勤や通勤によるർ労、交通機関へのアクセスの問題で
就労が્害されていることがあり、柔軟な働き方がで
きるテレワークへの期待が高まっています。

てんかん発作はઍࠩສ別
てんかんは、100人に一人のあり;れた疾患であ

り、本๜のてんかん患者਺は約100ສ人と推定されて
います。てんかんとは、「೴の病気であり、てんかん
発作を܁りฦす状態と、その状態がもたらす、神経生
෺学的、認知的、心理的、社会的な帰結を特徴とする
疾患」と定義されおり2）、病気の日常へのӨڹは多面
的です。

てんかん発作の症状は一様ではなく、多ذにわたり
ます2）。四ࢶ体幹の強いಥっுりやガクガクと律動的
に਒え「大きな発作」から、ಥવの意識ݮଛや、無意
識のうちに無目的な動作を܁りฦす自動症、視֮や聴
֮異常などが発作性に生じる特घ感֮発作などの「খ

さな発作」まであります3）。発作は、多くは਺ඵ間か
ら਺分間でऴわりますが、5分以上の発作には医療的
介入が必要です。

पғの人が行う発作時対応は、多くの場合は、安全
を確認した上で見कるఔ度ですみます。発作ස度の間
隔は、人によって日୯位から年୯位と大きくҧいま
す。治療により約70％の人の発作が཈制され、制限
のない生活が送れます。合併障害には、主に精神障害
や知的障害、睡眠障害、高次೴機能障害があります3）。

テレワークにおける業務内容と
合理的配慮

①従事できる業務内容
てんかんのある人は、他の障害がある人と変わら

ず、テレワークでの就労機会のある෯広い職域で働く
ことが可能です。その中でも、雇用主への調査におい
て、てんかんのある人、特に発作が཈制されていない
人は、PCૢ作を含む事務職や営業職、専門職・技術職
においての雇用機会が多く、テレワークの就労創出の
可能性が示されています4）。

一方で、発作タイプと職務内容には、法則性がある
わけではないため、テレワーク就労のみに限ہする必
要がないことも留意が必要です。
②合理的配慮

雇用者への調査より、てんかんのある人に行ってい
る主な合理的配慮は、てんかん発作への対応でした̐）。
テレワーク下（特に୯独での在宅勤務）においては、
以下の6点を確認するとよいでしょう：
・体調確認や健康管理
・発作時の対応とप知方法（特に在宅勤務の場合）
・発作後のܜٳ時間の確保とप知方法
・作業環境の安全確認（例：発作時స౗へのচ؇ি材

の利用）
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用連絡先、自宅๚問、病院ٸۓ：時の確認（例ٸۓ・
の受診同行）

・Ո଒とのコミュニケーション
なかには、਺時間から਺日の間隔で発作が続く場合

や、発作前後に気分変動や体調不ྑが見られる場合が
あります。通常は出社して働いていても、あらかじめ
テレワーク体制を築いていれば、本人の体調に合わせ
て一部分をリモート業務にスムーズに置換できます。
一方で、てんかん発作はઍࠩສ別なため、過度な制限
や؂視、報告体制につながらないよう留意しましょ
う。よりࡉかな配慮や支援事項は、個別に要不要を見
極めましょう。また、サテライトオフィスなどでपғ
に人がいる環境下では、対面の職場と同等の合理的配
慮や就労準備を行うとよいでしょう。それ以֎の配慮
は、精神障害や高次೴機能障害の人への配慮内容と共
通しています4）。

（1） テレワークへのޙࠓのظ଴と՝୊
てんかんのある人を採用しない理由の多くは、発作

による事ނや、発作時対応、限定的な職場配置、通勤
などへの懸念が挙げられています5）。テレワークとい
う新たな働き方の選୒ࢶとてんかんへの理解を進める
ことで、これらの雇用側の懸念が解ফされることが期

待されます。
一方で、テレワーク中にてんかん発作により受ইし

た場合などの労働災害への対応や安全配慮義務、労働
規約の見直しなどについては、今後の法律や雇用者側
の整備の状況も把握していく必要があるでしょう。

【参考文献】
1）੢ా拓࢘（2019）てんかんと就労における法

律，職業リハビリテーション，33，22-26．
2）'isher
 R.S.
 et al（2014）Epileptic seizures

and epilepsy: definitions proposed by the
International -eague "gainst Epilepsy（I-"E）
and the International #ureau for Epilepsy
（I#E）. Epilepsia 46: 470-472.

3）中ཬ信和（2016）ねこΖんでಡめるてんかん診
療 : 発作θロ・෭作用θロ・不安θロʂ 
 メディ
カ出版．

4）行መࢤ都ࢠ，੨℮ஐ෉（2019）雇用主への間接
的な介入支援への試み，職業リハビリテーショ
ン，33，38-42．

5）てんかんと雇用に関する研究会（2017）てんかん
のある方の雇用100事例集作成に向けての第一報．

（藤川 真由）　

�.1�　೉ප
難病とは、①発病の機構が明らかでなく、②治療方

法が確立していないر少な疾病であり、③当֘疾病に
かかることにより長期にわたり療養を必要とすること
となるもの、と定義されている。

難病患者਺
国から医療費の助成を受けている患者は、令和3年

度຤時点には全国で約102ສ人、そのうち約60％（約
61ສ人）が就労ੈ代（20～69ࡀ）である。また、医
療費助成の対象でない患者を含めると、より多くの難
病患者がଘ在する1）。難病患者の56％が就労している
との報告もある２）。

೉පの࣏療のಛ௃を౿·͑ͨରԠ
事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイ

ドライン3）には以下のようにまとめられている。

①࣏療への഑慮
症状や体調が安定していても定期的な通院等は必要

であり、治療や経過観察の中அは症状のѱ化、病気の
な進行につながる可能性がある。また、一時的にܹٸ
入院して集中的に治療を行う場合もある。そのため、
事業者は、労働者から通院や入院に関する申出があっ

た場合には、柔軟に対応することが望ましい。

②঱ঢ়や障害のಛੑにԠͨ͡഑慮
難病では多くの場合、体調が่れやすいという問題

があるため、仕事によるർ労が஝積しないようにٳଉ
をとりやすくする等、体調を維持しやすくするような
配慮を行うことが特に望ましい。ർ労等の症状は֎見
からは分かりにくく、日によって体調が変動すること
もある。そのため、事業者は労働者と定期的に面談す
るなど、労働者から症状・体調のѱ化について適時申
出しやすい環境を整えることが望ましい。また、労働
者から体調への配慮の申出があった場合は、ܜٳを確
保する等、柔軟に対応することが望ましい。

症状や障害は様々であるが、作業環境や作業内容を
変えることで就業の継続が可能であることが多い。症
状や障害に応じた配慮としては、例えば以下のような
ものが考えられるが、必要な配慮は仕事内容や治療の
状況、労働者によって異なるため、個別に確認が必要
である。本人とよく話し合い、必要に応じて主治医や
産業医等の意見を勘案しながら対応を検討することが
望ましい。

視֮障害、ࢶ体不自由、人޻ᡗ門等の身体障害があ
る場合や、人ಁ޻ੳやࢎ素療法等を行っている場合
は、障害者雇用支援の制度・サービスを活用して、支
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援機器の導入や設備改善を行うことも考えられる。

ᶅ ͦのଞ
進行性の難病の場合には、今後の症状の進行の見通

しを踏まえて、長期的な視点から職種や働き方につい
て労働者と話合いをすることが望ましい。

図1　೉පの͋Δਓの؅༺ޏཧϚχϡΞϧ

঱ঢ়や障害ಛੑにԠͨ͡഑慮

ർ࿑ɿ難病では多くの場合、体調が่れやすい܏向に
ある。しかし٬観的にはわかりにくく、日によって
体調の変化もあるため、仕事によるർ労が஝積しな
いようٳଉの取り方について状況を把握すること
や、日々のർ労度をモニタリングすることが望まし
い。
᙭௧ɿ通所時の移動ෛ担をݮらすために、在宅での

サービスを選୒ࢶとする。また訓練中の姿勢がӨڹ
することがあるため、صやҜࢠの高さなどを調整す
る。
Լཀྵɺෲ௧ɿಥ発的なෲ௧がある際に、トイレに行き

やすい੮を用意することや、本人にも自由にトイレ
に行くことができると఻えておく。
೔ޫաහɿ直接日があたらない੮の確保をする。
やԻ声ソフト等の支援機器の活用をڸɿ拡大֐ো֮ࢹ

する。
ମԹௐ੔͕೉͍͠৔߹ɿפさ、ॵさۤ手なقઅがある

場合がある。服૷の調整やࣨԹの管理を行うほか、
常時または、ۤ手なقઅの間を一時的な在宅就労を
行うことを検討する。
ମෆࣗ༝͕͋Δɿ作業スペースの確保し、స౗リスࢶ

クのܰݮに౒めることが必要です。

就労ੈ୅にଟいओな೉ප̏）

主な疾患
௵ᙾ性
大௎Ԍ

・௵ᙾ性大௎Ԍは大௎の೪ບに、ク
ローン病はޱからᡗ門まで全ফ化管
に、ຫ性のԌ症や௵ᙾを生じる、原
Ҽ不明の病気。

クローン病 ・主な症状にফ化器機能の症状（ෲ௧
や下ཀྵ、݂ศ等）等がある。

・薬෺治療等の継続により普ஈ通りの
生活を続けることができるが、一時
的に症状がѱ化する場合があり、特
にクローン病では入院を必要とする
場合もある。一般に病気を理由に仕
事を制限することはないが、過労や
過度のストレスで増ѱすることもあ
るため、ർれを࢒さないよう注意が
必要である。

全身性Τリ
テマトーデ
ス

・໔Ӹ機能に異常が生じ、自分自身を
してしまい、全身に様々ܸ߈ってޡ
な症状が出る病気。

・主な症状にർれやすさ、発೤、関અ
௧等がある。

・薬෺治療の継続が必要で、日によっ
て体調が変わりやすいという特徴が
あり、精神的、身体的なストレスを
ආけることが重要である。

ύーキンソ
ン病

・運動機能に関する症状が出る病気。
・主な症状に;るえが続いたり、動作

が஗くなったり、姿勢保持が難しく
なる、といった症状がある。

・運動、睡眠、৯事、薬が基本であ
る。健康維持のために適度な運動が
必ਢであり、過度な安੩や仕事の制
限は健康や体調維持の๦げとなる。

アセスメントのポイント

①঱ঢ়や࣏療͔Β発生する਎ମత・ਫ਼ਆతなۤ௧
まず、症状や治療の問題がある。難病の症状自体か

ら発生する௧みや不շ感、治療のための服薬の෭作用
がある場合もあります。

また、難病を持った結果として、視֮や運動機能な
どに障害があれば、それらへの対応も行わなければな
りません。診அ時の精神的なۤ௧や、進行性に伴う症
状ѱ化や、先の見えない不安など、精神的にもӨڹが
ある場合があります。また、生活上でも、ストレスや
ർ労がたまらないように気を使うことや、定期的な受
診行動なども必要となってきます。そうした日常生活
へも配慮する必要があります。
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②ࣾ会తなۤ௧
症状がѱ化すると入院を伴うこともあります。継続

的な治療を行うためには、経ࡁ的な基൫が必要とな
り、Ո଒やपғにサポートしてもらわなければならな
い場合もあり、पғの理解が必ਢになってきます。そ
のため、就学・職業生活にも大きくӨڹをしてくるこ
ともあります。ストレスが重なるなど、体調がѱ化し
ときには入院を必要とする場合もあり、両立への不安
を抱える方も少なくありません。

配慮޻෉のポイント
特に֎見上病気があることが分かりにくい場合、業

務ྔを調整し柔軟な勤務体制を図る、通院をڐ可する
といった配慮を行う必要があります。

難病のある人が継続して働くことができるために
は、企業側の環境調整を行うなどの配慮だけでなく、
難病のある人を取りרくपғの理解も合わせて進めて
いく必要もあります。

通院への配慮、勤務時間中の健康管理への配慮、病
気の先入観や偏見の防ࢭや公ਖ਼な人事、通院や治療の
ための柔軟な勤務時間などが中心で、病気をもちなが
ら仕事を続けるために不可欠のものです。これは、難
病のみならず、がんや、他の様々な疾患をもつ方への
取り組みとして、全ての場面において社会全体で取り
組むことが大切です。具体的なポイントとしては、体
調の変化に注意をする。ޕ前中は体調がよくても༦方
になると体調がѱ化するなど、日内変動があることも
あります。一方で、難病のある方は会社や職場に໎࿭
をかけないようにと無理をしてしまうこともありま
す。定期的な相談する機会や、関係性を築くことが大
切です。

難病のある方は、定期健診や自己管理の継続に加え
て、職場の配慮等があれば問題なく働ける方も多いの
ですが、現代では根本的な治療が困難であり、׬治す
ることは࢒念ながらありません。仕事を通して、社会
参加や、生きがいなど、誰もが当たり前に得られる機
会を広げ、௅ઓ・参加できる社会づくりを行うことが
重要です。
１）厚生労働省「平成28年度Ӵ生行政報告例」にお

ける特定医療費受給者ূ所持者਺（平成28年度
຤時点）

２）独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構障
害者職業総合センター「難病のある人の雇用管理
の課題と雇用支援のあり方に関する研究」（平成
23年4月）

３）厚生労働省「治療と仕事の両立支援のためのガイ
ドライン」
 令和4年3月改గ版 .

（ライアン ઍึ・٠஑ ༱ਖ਼）
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